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「開示制度ワーキング・グループ」の設置について 

 

 

 「新成長戦略」（平成 22 年６月 18 日閣議決定）の「金融戦略」に盛り込まれ

た「外国企業等による我が国での資金調達を促進するための英文開示の範囲拡

大」に必要な制度整備を行うためには、外国企業等にとってより使いやすい制

度とする一方で、投資者保護の観点から、十分な検討を行う必要があると考え

られる。 

 

このため、金融庁政務三役の指示のもと、投資者・発行者・有識者等をメン

バーとする「開示制度ワーキング・グループ（開示制度ＷＧ）」（メンバーは別

紙のとおり）を設置し、本日議論を開始したところである。なお、本ワーキン

グ・グループにおいては、英文開示以外の開示制度に係る問題についても、必

要に応じ議論することとしている。 

 

なお、本ワーキング・グループにおいて議論された事項については、本ワー

キング・グループにおける議論のとりまとめを踏まえ、金融庁政務三役におい

て適切な対応を行うこととしている。 
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